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観光関連投資が観光客誘致に与える影響分析  
 
 

古谷知之 
 
 
要旨  

	
 本研究は、我が国の都道府県での観光関連投資が観光客誘致に与える影響を分析することを目的と

している。具体的には、(1)ベイズ・マルチレベルモデルを用いて、都道府県の異質性を考慮した観光

発生・目的地選択・手段選択モデル及び観光投資モデルを構築し、(2)観光関連の民間投資・公共投資

や交通アクセス改善に関する仮想シナリオに基づき観光客数の増減に与える影響を静学的に分析した。

その結果、民間部門での観光投資や公共交通アクセス改善が観光客数増に有効との結論が得られた。 

 

Key Words: 観光関連投資、観光客数、ベイズ・マルチレベルモデル 

 
１．研究の背景と目的 
	
 我が国の観光政策では、「住んでよし、訪れてよし」という定住人口と交流人口の双方を対

象とした施策に力点が置かれている。とりわけ定住人口数の減少が予想されている地域では、

余暇観光、MICE、定住促進などの交流人口数の増加を目的とした施策が、税収増や地域経済
などの活性化につながると期待されている。観光市場では、公共部門による観光関連投資が

民間部門による観光関連投資のインセンティブを阻害することも予想される。しかし、民間

や公共による観光投資による観光客誘致への影響は、十分に研究されているとは言い難い。 
	
 その理由はいくつか考えられるが、その一つに観光客 OD データや観光関連投資データな
どが、観光政策の分析を目的にデータ収集されていないため（例えば、味水 2006）、観光客
の発生・目的地選択・手段選択などの構造をモデル化する際に、現況再現性が高いモデルが

推定困難であることなどが挙げられる。 
	
 近年、人の移動に関する分析に、マルチレベルモデルを用いて、個人や地域、集団間の異

質性を明示的に考慮した分析手法が適用されつつある（Bottai et al. 2006）。また最尤推定法に
より解が得られないような場合に、マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC）などにより未知
パラメータをベイズ推定する方法が用いられている（例えば Rossi et al. 2005）。古谷・太田 
(2010)は、ベイズ・マルチレベルモデルを用いて観光市場の市場占有（マーケットシェア）
分析を行い、OD ペア間の異質性を考慮したモデルが、異質性を考慮しないモデルや着地後
との異質性を考慮したモデルと比較して現況再現性の面などで有用性を示している。しかし、

観光投資による観光客誘致への影響分析に適用した事例はみられない。 
	
 そこで本研究では、まず、ベイズ・マルチレベルモデルを用いて地域間の異質性を考慮し

た観光投資による観光客誘致への影響分析を行うモデルシステムを構築する。次に、観光関
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連投資や地域間の交通アクセス改善が観光客誘致にもたらす影響分析を行うことを目的とす

る。第二章では分析の方針と方法を、第三章ではモデルの適用結果を、それぞれ示す。第四

章では、観光関連の公共・民間投資の増減や交通アクセス改善が各地域の観光客数増加に与

える影響を分析した結果を示す。最後に、今後の課題についてまとめる。 
 
２．分析の方針と方法 
2.1	
 分析の方針	
 

	
 本研究では、都道府県を分析単位として、公共部門による観光投資が民間部門の観光投資

への誘発に与える影響分析を行うモデル（以下、観光投資モデルと呼ぶ）と、観光投資や交

通アクセス改善による観光客流動や観光客数への影響分析を行うモデル（以下、観光流動モ

デル）を構築し、一連の分析を行う。観光流動モデルは、観光交通発生モデル・目的地選択

モデル・手段選択モデルを階層的に組み合わせたモデルとする。 
	
 都道府県間の地域的な異質性があると仮定し、マルチレベルモデルを用いてこれらのモデ

ルを推定する。観光投資モデルはマルチレベル重回帰モデル、観光流動モデルのうち目的地

選択モデルと手段選択モデルはマルチレベル集計型ロジットモデルを、観光交通発生モデル

はマルチレベル重回帰モデルを組み合わせる。 
	
 OD ペア毎、都道府県毎にモデルパラメータを推定する場合、最尤推定法では解が得られ
ない場合があることが筆者らの研究で示されているため、本研究では階層ベイズ法、具体的

には MCMC法によるシミュレーションによりパラメータの分布を推定する。 
	
 表１に示すように、分析の基準年次を 2005年とし、観光 ODデータは第 4回全国幹線旅客
流動調査（2005 年）の観光目的 OD 表（発地＝居住地）を用いる。観光関連投資指標には、
サービス業基本調査（2006年）の観光関連産業設備投資額と地方財政統計年報の観光費を用
いる。交通サービス水準には、NITASにより所要時間と総費用を算出したものを用いる。 
 
表１モデル推定に用いたデータの概要（特に断りがない場合、2005年のデータを用いている） 
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2.2	
 分析方法	
 

2.2.1	
 観光投資モデル 
	
 このモデルでは、公共部門の観光関連投資による民間部門での観光関連投資の誘発（抑制）

効果を静学的に分析することを目的として、以下のように定式化する。公共投資から民間投

資への影響を分析するには、動学的な視点が必要であると考えられるが、分析を簡略化する

ためにこのようなモデルを採用することとした1。 

€ 

TIi = a0i + a1iPUBi + a2iGRPi +εTI ,i     （１） 

€ 

εTI ,i ~ N 0,σTI ,i
2( ) 

ここで、

€ 

a0i、

€ 

a1i、

€ 

a2iは回帰係数、

€ 

TIiは都道府県

€ 

iの民間部門による観光関連投資額、

€ 

PUBi
は都道府県による観光費、

€ 

GRPiは都道府県の地域内総生産（GRP）、

€ 

σTI ,i
2 は誤差項

€ 

εTI ,iの分散

を、それぞれ意味する。民間部門による観光関連投資額

€ 

TIiには、サービス業基本調査（2006

年）から宿泊業、社会教育2、娯楽業に関する設備投資額の合計額を用いた。説明変数に道路

投資額や観光資源数などを用いることも検討したが、これらの要因による影響分析は今後の

課題としたい。ベイズ推定の MCMC期間は 20,000回、稼働検査期間は 5,000回とした。 

2.2.2	
 観光流動モデル	
 

(1)	
 観光交通発生モデル 
	
 都道府県

€ 

iでの観光交通発生量

€ 

TOiを、県民一人あたり所得

€ 

INCiと、目的地選択モデルの効

用に基づくログサム変数であるアクセシビリティ指標

€ 

ACCiを用いて、次式のように表す。 

€ 

ln(TOi) = b0i + b1i ln(INCi) + b2iACCi +εTO,i   （２） 

€ 

εTO,i ~ N(0,σTO.i
2 )  

ここで、

€ 

b0i、

€ 

b1i、

€ 

b2iは回帰係数、

€ 

σTO,i
2 は誤差項

€ 

εTO,iの分散を意味する。ベイズ推定の MCMC

期間は 50,000回、稼働検査期間は 10,000回とした。 

(2)	
 目的地選択モデル 
	
 発地（居住地）

€ 

iに対して着地

€ 

jを選択する場合の目的地選択確率

€ 

pijを説明するモデルを、
以下のように定式化する。発地

€ 

iに対して着地

€ 

jを選択する場合の直接効用関数

€ 

Uijを次式の

ように表す。 

€ 

Uij = β0ij + β1ijGCij + β2ijTI j +εU ,ij     （３） 

€ 

εU ,ij ~ N(0,σU ,ij
2 )  

ここで、

€ 

β0ij、

€ 

β1ij、

€ 

β2ijは地域

€ 

ij間の組み合わせに対する回帰係数、

€ 

GCijはアクセシビリテ

ィ指標（交通手段別一般化費用の手段別トリップ数による加重平均値3）、

€ 

σU ,ij
2 は誤差項

€ 

εU ,ijに

                                                
1 観光投資モデルを構築する上で、畑農(2008)などを参考にした。観光分野における公共部門の投資
と民間部門の投資との関係を把握する上で、地域内総生産のほかに民間部門の観光関連社会資本スト

ックに関する変数を導入することを検討したが、本分析では除外している。 
2 「社会教育」産業には、「博物館、美術館」、「動物園、植物園、水族館」、「その他の社会教育」とい
う産業小分類が含まれており、観光関連投資に含めるのが妥当と考えた。医療観光やMICE観光によ
る影響を考慮するには、医療分野や国際会議場整備などの民間設備投資を含めるのが望ましいが、ニ

ューツーリズム分野における観光関連投資を計測する指標が十分に整備されていない。 
3 アクセシビリティ指標として交通手段選択モデルの効用から得られるログサム変数も適用したが、
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対する分散を意味する。 

	
 地域間のアクセシビリティ指標には、交通手段選択モデルから得られた代表交通機関別一

般化費用を、手段別トリップ数で重み付けした加重平均値を用いている。 
	
 効用関数の確定項を用いて、発地に対する着地の目的地選択確率は次式のように表される。 

€ 

pij = exp Vij( ) exp Vij( )j=1
n∑      （４） 

回帰係数

€ 

β0ijは、さらに混合効果を示す確定項

€ 

zijと誤差項

€ 

ν ijとに分解できる。超パラメータ

€ 

ν、

€ 

V、

€ 

A、

€ 

Δを階層事前情報として用いることにより、誤差項の分散

€ 

σU ,ij
2 、

€ 

Vβを事後情報とし
て得ることができる。ただし、

€ 

sijは誤差項

€ 

εU ,ijの分散

€ 

σU ,ij
2 に対するスケールパラメータ、

€ 

IW (⋅)

は逆ウィシャート分布である。 

€ 

βij = # Δ zij +ν ij , 

  

€ 

Δ = δ1,,δk[ ], 

€ 

σU ,ij
2 ~ ν ij sij χν ij

2 , 

€ 

ν ij ~ i.i.d.N 0,Vβ( ), 

€ 

Vβ ~ IW ν ,V( ), 

€ 

vec(Δ) |Vβ ~ N vec(Δ),Vβ ⊗ A−1( )  

ベイズ推定の MCMC期間は 5,000回、稼働検査期間は 2,000回とした。 
	
 なお、観光目的地選択行動のモデル化においては、目的地への観光の動機付けや、目的地

が観光地として認識されるかどうか、観光地へのロイヤルティなども考慮することも必要で

あると考えられる（例えば、Nicolau and Mas 2006など）。しかし本研究のように集計型デー
タを用いた分析では、観光客の観光地への認識や動機付け、ロイヤルティ等に関するデータ

が入手できないため、観光 OD データの実績がある OD ペアについて目的地が観光地として
認識されているものと仮定して分析した。 
(3)	
 交通手段選択モデル 
	
 交通手段選択モデルは、目的地選択モデルと同様に、集計型ロジットモデルとしてモデル

を定式化し、代表交通手段の OD ペア毎にモデルパラメータを推計した。代表交通手段は、
航空、車、鉄道の３機関とした。説明変数には、NITASを用いて得られる代表交通手段別の
地域間所要時間（分）と総費用（円）を用いた。またベイズ推定の MCMC 期間は 5,000 回、
稼働検査期間は 2,000回とした。 
	
 なお、いずれのモデルにおいても、Geweke の方法を用いて、ベイズ推定によるパラメー
タ挙動の収束判定についての検定を行い、MCMCによるシミュレーションが収束しているこ
とが示されている。 
 
                                                                                                                                                   
すべての ODペアでログサム変数に対する回帰係数が正とならなかった。ODペア毎に目的地選択モ
デルと手段選択モデルの階層構造を検討する煩雑さを避けるため、この指標をアクセシビリティ指標

として用いることとした。 
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３．モデルの推定結果 
3.1	
 観光投資モデル 
	
 観光投資モデルを推定した結果、モデルパラメータの分布は図２のようになった。また民

間観光関連投資額について、実績値とモデルによる再現値と自由度修正済み R2 値は 0.9993
となり（図３）、高い現況再現性が得られた。 
	
 公共部門の観光費に対する回帰係数の平均値を都道府県単位で示すと、図４(a)のようにな
っている。公共部門の観光投資による民間部門の観光投資に与える影響は、クラウディング・

アウト的な傾向を示す都道府県が多いことがわかる。静学的モデルであるということを考慮

に入れても、こうした傾向を持つ自治体では、民間部門による観光投資を促進したい場合に

は、公共部門による観光投資が民間部門による観光投資への影響を阻害することがないよう

な施策をとることが望ましいと言える。 
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図２ 観光投資モデルの回帰係数の分布	
 	
 	
 図３ 観光投資モデルの現況再現性 

 

(a) 公共部門観光投資額	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 (b) GRP 

図４ 観光投資モデルのパラメータ平均値の分布 

 
3.2	
 観光流動モデル 
3.2.1	
 観光交通発生モデル 
	
 観光交通発生モデルのモデルパラメータの分布は図５のような結果が得られた。また、観

光交通発生量の実績値とモデルによる再現値との自由度修正済み R2値は 0.9988 となり（図

€ 

a0i

€ 

a1i

€ 

a2i
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６）、現況再現性が高いことが示された。 
	
 観光地アクセシビリティに対するパラメータ平均値の分布（図７(a)）から、とりわけ佐賀
県や山陰地方、北関東地方などで交通アクセス改善による観光交通量の増加への影響が、他

の都道府県と比較して相対的に高いことがわかる。 
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図５ 観光交通発生モデルの回帰係数の分布	
 	
 	
 図６ 観光交通発生モデルの現況再現性 

 

(a) アクセシビリティ指標	
 	
 	
 	
 	
 	
 (b) 一人あたり所得 

図７ 観光交通発生モデルのパラメータ平均値の分布 

 

3.2.2	
 目的地選択モデル 
	
 目的地選択モデルの推定結果のうち、パラメータの分布を図８に示す。観光 OD データの
実績値と再現値を比較した結果（図９）、自由度修正済み R2値は 0.9992となり、高い現況再
現性が得られた。 
	
 アクセシビリティ指標に対するパラメータ分布は負となっており、地域間の交通アクセス

改善に伴い目的地選択確率が増加するという相関関係が示されている。発地単位でアクセシ

ビリティ指標のパラメータ平均値の分布を見ると（図 10(a)）、地域的な差は顕著であるとは
言えない。自治体の中には、東京や大阪などの大都市圏から国内観光客を呼び寄せようとす

るところもあるだろう。図 11は、それぞれ東京及び大阪を発地として、アクセシビリティ指
標に対するパラメータ平均値を着地別に示したものである。いくつかの自治体においては、

東京や大阪を発地とするアクセシビリティ指標のパラメータ平均値の絶対値が、他の自治体
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と比較して相対的に大きいことがわかるが、こうした自治体では、東京や大阪との交通アク

セス改善に伴う観光客誘致の効果が期待されることが示されたといえる。 
	
 民間観光投資に対するパラメータ分布を見ると、パラメータが負となる自治体と正となる

自治体があることがわかる。前項の結果と併せて考えると、公共部門による観光投資が目的

地選択に有利に働く自治体と、民間部門による観光投資が有益な自治体とがあることがわか

る。発地単位で民間観光投資に対するパラメータの平均値をとると、福岡県と宮崎県では負

の値が示されているが、他の都道府県では正の値が示された。この結果から、この両県を除

く自治体では、公共部門による観光投資を抑制し民間部門による観光投資を誘発することに

より、観光客の目的地選択にプラスの効果として影響することがわかる。 
3.2.3	
 交通手段選択モデル 
	
 交通手段別の観光 ODデータの実績値と再現値を図 12に示す。航空・車・鉄道の実績値と
再現値との自由度修正済み R2値は、それぞれ 0.9982、0.9983、0.9972と高い結果が示された。
なお、MCMCによるシミュレーション結果から得られた代表交通手段別の所要時間及び費用
に対するパラメータ平均値から時間価値を求めたところ、航空 39.34 円/分、鉄道 184.42 円/
分、車 80.60円/分となった。 
	
 以上の結果から、マルチレベル集計型ロジットモデルによる観光目的地選択モデルと交通 
 

Posterior Means of Coef 1

fre
q

-0.15 -0.10 -0.05

0
50
100
150
200
250
300

Posterior Means of Coef 2

fre
q

-0.15 -0.10 -0.05 0.00 0.05

0
200
400
600
800
1000

Posterior Means of Coef 3

fre
q

-0.01 0.00 0.01 0.02 0.03

0
200
400
600
800
1000

	
 	
 	
 	
 	
 	
 

0 10000 20000 30000 40000 50000 60000

0
10
00
0

20
00
0

30
00
0

40
00
0

50
00
0

60
00
0

実績値（OD）

再
現
値
（
OD
）

再現値=0.994*実績値+1.835 
           (1694.909)    (1.115)
自由度修正済みR2値=0.9992

 
図８ 目的地選択モデルの回帰係数の分布	
 	
 	
 図９ 目的地選択モデルの現況再現性 
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図 10 目的地選択モデルのパラメータ平均値の分布（発地単位での平均） 
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図 11 目的地選択モデルの発地単位でのパラメータ平均値 
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図 12 交通手段選択モデルの現況再現性 

 
手段選択モデル、マルチレベル重回帰モデルによる観光交通発生モデルと観光投資モデルは、

いずれも高い現況再現性が得られたと言える。 
 
４．分析の結果 
	
 推定したモデルを用いて、公共部門観光関連投資の増減及び地域間交通アクセスの改善に

よる観光客発生数への影響分析を行った。 
	
 具体的には、表２のような仮想的なシナリオを設定し、観光客発生数の増減を算出した。

まず、シナリオ１〜４では、公共部門の観光関連投資を 5％及び 10％、削減または増加させ
た場合を想定した。これは、公共部門観光関連投資を削減することで民間部門の観光関連投

資を誘発し、観光客数の増加を狙ったシナリオである。次に、シナリオ５〜７では、各交通

機関の一般化費用をそれぞれ 20％削減した場合を想定した。どの交通機関の移動コスト削減
が観光客数増加に有益かを比較検討するためである。 
	
 このとき、仮想シナリオに対する観光客数の増減は図 13に示される結果となった。このう
ち、観光客数の増加にもっとも効果があることが示されたのは、シナリオ２である。シナリ

オ１もシナリオ２同様に観光客数増加という結果が示されていることから、我が国全体で見
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れば、公共部門による観光関連投資を抑制することにより民間部門による観光関連投資を活

性化し、観光客数の増加につながる可能性があることが示唆された。シナリオ２の結果を都

道府県別に見ると、岐阜県や高知県、福島県などで、民間部門の観光関連投資増による観光

客数増加の割合が、他の都道府県と比較して相対的に大きい結果が示された。 
	
 他方、シナリオ３・４のように公共部門による観光関連投資を増加させる場合にも、観光

客数が若干増加する傾向が示されたが、その効果は限定的であることがわかる。 
	
 公共および民間部門の観光関連投資と観光客数との関係は、自治体の組み合わせ毎に異な

ることから、各自治体が、どの地方から観光客を誘致したいのかという戦略の元で、観光関

連投資を検討するのが望ましいと考えられる。 
	
 シナリオ５〜７の結果から、地域間の交通アクセス改善に伴い観光客数が増加する可能性

があることが示された。各シナリオによる観光客数の計算結果を比較すると、一般化費用の

削減による観光客数の増加効果が高いのは、鉄道、航空、車の順となった。これらの結果か

ら、観光振興のために鉄道や航空の移動費用削減施策が効果的であるとは直ちに結論づけが

たいものの、公共交通部門の移動費用削減による観光客増加が期待できる可能性が示唆され

たといえよう。なお、シナリオ６の結果を都道府県別に見たとき、鉄道の一般化費用削減に

よる観光客数増加の割合が相対的に多いのは、福島県、山口県、福井県などとなっている。 
	
 本研究では、民間観光投資を促進するような、観光関連の社会基盤整備（道路整備や景観

整備など）や観光関連団体への補助事業などといった関連施策による効果分析を行うことが

できなかったが、これらの分析については今後の課題としたい。 
 
５．結論と今後の課題 
	
 本研究では、観光投資や交通アクセス改善が観光客数の増加に与える影響を分析すること

を目的とした分析を行った。まず、地域間の異質性を考慮して、ベイズ・マルチレベルモデ

ルを用いて観光投資モデルと観光流動モデルを定式化し、モデルを推定したところ、いずれ

も現況再現性が高い結果が得られた。次に、推定したモデルを用いて、公共・民間観光投資

削減と交通アクセス改善による観光客数増加への影響を、仮想的なシナリオの下で分析した。

その結果、公共部門による観光投資を削減する、或いは民間部門による公共投資を増加させ

ることにより観光客数が増加する傾向が示された。また鉄道や航空といった公共交通機関の

移動コスト削減により観光客数が増加する傾向も示された。 
	
 こうした仮想的なシナリオの結果がただちに公共部門観光投資削減や公共交通アクセス改

善による観光客数増加効果を示すことにはならない。しかし、シナリオの中では、自治体に

より観光客数増加への影響が異なることが示されており、自治体が観光投資の誘致や交通ア

クセス改善を検討する際には、どの地域からどの程度、観光客を増やしたいのかということ

を考慮することで、効率的に施策を展開できる可能性が示唆された。また提案したモデルシ

ステムが、こうしたきめ細かい戦略を検討する際に有益であることも示された。 
	
 今後の課題としては、以下のような点が挙げられる。まず、民間部門による観光投資を誘

発するような社会基盤整備の効果や、整備新幹線などの具体的な交通基盤整備による効果検

証を行いたい。また、観光客数の増加だけでなく、観光消費額や波及効果も含めた経済効果

分析（例えば、武者 2010）、空間的波及効果分析との連携が必要と考えている。 
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表２	
 仮想シナリオの概要 
シナリオ 公共観光投資 航空一般化費用 鉄道一般化費用 車一般化費用 

現状 現状維持 現状維持 現状維持 現状維持 

シナリオ１ 5%削減 現状維持 現状維持 現状維持 

シナリオ２ 10%削減 現状維持 現状維持 現状維持 

シナリオ３ 5%増加 現状維持 現状維持 現状維持 

シナリオ４ 10%増加 現状維持 現状維持 現状維持 

シナリオ５ 現状維持 20%削減 現状維持 現状維持 

シナリオ６ 現状維持 現状維持 20%削減 現状維持 

シナリオ７ 現状維持 現状維持 現状維持 20%削減 
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図 13 シナリオ分析における観光客数推計結果（単位：千人） 
 
本研究で得られた知見を踏まえ、予想される批判について、その是非を論じてみたい。 
まず、マルチレベルで得られたモデルパラメータの解釈についてである。手段選択モデル

では、所要時間に対する回帰係数は、通常、負値になることが常識的であるとされている。

本研究の中で推定されたモデルでは、いくつかの交通手段・目的地の組み合わせに対して正

値となっているものがある。通勤や業務目的のトリップで、所要時間に対する回帰係数が正

値となることは常識的ではないが、観光目的のトリップで回帰係数が正値となることは、必

ずしも常識的でないとは言えないだろう。なぜなら、観光目的トリップの場合、より魅力的

な観光地や交通手段に対しては、所要時間や移動費用が高い交通手段・観光目的地を選択す

ることがあるからである。 
次に、公共部門関連投資と民間部門関連投資の、観光客誘致に対する影響力の違いについ

てである。民間部門関連投資による環境客誘致効果に対して、公共部門関連投資による効果

が相対的に小さい結果が得られているが、この点については今後精査が必要と考えている。

具体的には、観光客発生・目的地選択・手段選択の各モデルに対してフィードバックループ

を採用し、シナリオに対する収束解を求めるのが望ましいと考えている。いずれにせよ、民

間部門関連投資による観光客誘致効果は一定程度あるものと予想されることから、その効果
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を精査する方法を、今後開発したいと考えている。 
本研究の成果としてむしろ強調したいのは、マルチレベルモデルを交通量発生モデル・手

段選択モデル・目的地選択モデルに適用することにより、とりわけ従来の研究では現況再現

性に課題が指摘されていた、目的地選択モデルの再現性を飛躍的に改善できた点にある。ま

た、出発地と目的地の組み合わせが多数ある場合でも、目的地選択モデルをベイズ推定する

ことで、組み合わせ毎にモデルパラメータの確率分布を得られることがわかった。 
土木計画学や交通工学分野におけるベイズ法の適用事例は現時点で十分であるとは言えな

いが（古谷(2012)）、本研究の成果などをきっかけに、ベイズ統計が実務面で普及することを
期待している。 
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